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平成２１年６月２２日

法務省民商第１４７１号

法務局民事行政部長 殿

地 方 法 務 局 長 殿

法務省民事局商事課長

我が国における産業活動の革新等を図るための産業活力再生特別措置法等の一部

を改正する法律の施行に伴う商業・法人登記事務の取扱いについて（通知）

我が国における産業活動の革新等を図るための産業活力再生特別措置法等の一部を改

正する法律（平成２１年法律第２９号。以下「改正法」という ）により，産業活力再生。

特別措置法（平成１１年法律第１３１号）及び鉱工業技術研究組合法（昭和３６年法律

第８１号）の一部が改正されましたが，これに伴う商業・法人登記事務の取扱いについ

ては，下記の点に留意し，事務処理に遺憾のないよう貴管下登記官に周知方取り計らい

願います。

なお，本通知中 「産業再生法」とあるのは改正法による改正後の産業活力の再生及び，

産業活動の革新に関する特別措置法（平成１１年法律第１３１号）を 「技研組合法」と，

（ ） ，「 」あるのは改正法による改正後の技術研究組合法 昭和３６年法律第８１号 を 商登法

とあるのは商業登記法（昭和３８年法律第１２５号）をいい，産業再生法及び技研組合

法について引用する条文は，すべて改正後のものです。

記

第１ 産業活力再生特別措置法の改正

１ 法律の題名の改正

改正法により 「産業活力再生特別措置法」との題名が「産業活力の再生及び産業，

活動の革新に関する特別措置法」と改められた。

２ 事業活動に関する計画の認定

(1) 共同事業再編計画及び技術活用事業革新計画の認定の制度の廃止

（ 「 」 。）改正法による改正前の産業活力再生特別措置法 以下 旧産業再生法 という

（ ， ）における共同事業再編計画の認定 旧産業再生法第第２条第３項 第７条第１項

及び技術活用事業革新計画の認定（同法第２条第６項，第１１条第１項）の制度

は，廃止された。
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なお，事業再構築計画の認定（産業再生法第２条第４項，第５条第１項 ，経営）

資源再活用計画の認定（同法第２条第５項，第７条第１項）及び経営資源融合計

画の認定（同法第２条第６項，第９条第１項）の制度については，改正前と同様

である。

(2) 資源生産性革新計画の認定の制度の新設

事業者は，その実施しようとする資源生産性革新（事業者が行う事業の全部若

しくは一部についての資源生産性（エネルギーの使用又は鉱物資源の使用（エネ

ルギーとしての使用を除く ）が事業者の経済活動に貢献する程度をいう ）を相。 。

当程度向上させることを目指した事業活動又は相当程度高い資源生産性が見込ま

れる事業を行うことを目指した事業活動であって，産業再生法第２条第８項第１

号又は第２号に掲げるものをいう ）に関する計画（以下「資源生産性革新計画」。

という ）を作成し，主務省令で定めるところにより，これを平成２８年３月３１。

日までに主務大臣に提出して，その認定を受けることができるとされた（同法第

１１条第１項 。）

(3) 産業再生法における主務大臣

， ，資源生産性革新計画に関する事項に係る主務大臣については 事業再構築計画

，経営資源再活用計画及び経営資源融合計画に関する事項に係る主務大臣と同様に

，当該資源生産性革新計画に係る事業を所管する大臣を主務大臣とするとされたが

当該資源生産性革新計画に第二種貨物利用運送事業（貨物利用運送事業法（平成

元年法律第８２号）第２条第８項）又は一般貨物自動車運送事業（貨物自動車運

送事業法（平成元年法律第８３号）第２条第２項）に該当する事業についての事

業活動が記載されている場合にあっては，当該大臣及び国土交通大臣を主務大臣

とするとされた（産業再生法第７５条第１項第７号 。）

３ 会社法の規定の適用及び登記の申請書の添付書面に関する特例

(1) 現物出資及び財産引受の調査に関する特例

事業者が認定資源生産性革新計画（産業再生法第１２条第２項）に従ってその

財産を出資し，若しくは譲渡することにより新たに株式会社を設立し，又はその財

産を他の株式会社に出資する場合（新株予約権を行使する場合を含む ）には，認。

定事業再構築計画（同法第６条第２項 ，認定経営資源再活用計画（同法第８条第）

２項）又は認定経営資源融合計画（同法第１０条第２項）に従ってする場合と同様

に，当該財産の出資又は譲渡については，会社法（平成１７年法律第８６号）第３

３条第１項，第２０７条第１項又は第２８４条第１項の規定による検査役の調査を

要せず，株式会社の設立の登記，募集株式の発行による変更の登記又は新株予約権

の行使による変更の登記の申請書には，検査役の調査に関する書面の添付を要しな

いが，認定計画に従った財産の出資又は譲渡であることを証する書面を添付しなけ
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ればならないとされた（産業再生法第１８条，第１９条。平成１５年４月９日付け

法務省民商第１０８２号当職通知及び平成１８年４月２８日付け法務省民商第１１

４０号法務省民事局長通達（以下「通達」という ）参照 。。 ）

(2) 略式組織再編等に関する特例

ア 吸収型組織再編行為に関する特例

認定資源生産性革新事業者（産業再生法第１２条第１項）の特定関係事業者

（関係事業者（事業者（新たに設立される法人を含む ）であって，他の事業。

者がその経営を実質的に支配していると認められるものとして主務省令で定め

る関係を持つものをいう ）であって，当該認定事業者又は当該認定事業者が。

発行済株式の全部を有する株式会社がその総株主の議決権の３分の２以上を有

しているものをいう。以下同じ ）である株式会社が，認定資源生産性革新計。

画に従って，当該認定事業者若しくは当該認定事業者の他の特定関係事業者又

は当該認定計画に係る他の認定事業者若しくは当該他の認定事業者の特定関係

事業者である株式会社（以下「当該認定事業者その他の関係者」という ）と。

の間で，次に掲げる吸収型組織再編行為を行う場合には，認定事業再構築事業

者（同法第６条第１項 ，認定経営資源再活用事業者（同法第８条第１項）又）

は認定経営資源融合事業者（同法第１０条第１項 （以下「認定事業再構築事）

業者等」という ）の特定関係事業者である株式会社が行う場合と同様に，当。

該特定関係事業者については，会社法第７８３条第１項又は第７９５条第１項

に規定する株主総会の承認決議を要しないとされた（産業再生法第２０条第１

項において読み替えて適用される会社法第７８４条第１項及び第７９６条第１

項。なお，通達を参照 。。）

この場合における登記の申請書の添付書面も，認定事業再構築事業者等の特

定関係事業者である株式会社が行う場合における登記の申請書の添付書面と同

様とされた（産業再生法第２０条第５項 。）

(ｱ) 吸収合併（株式会社とするものに限る ）。

(ｲ) 吸収分割（株式会社とするものに限る ）。

(ｳ) 吸収分割による他の会社がその事業に関して有する権利義務の全部又は一

部の承継（株式会社とするものに限る ）。

(ｴ) 株式交換（株式会社とするものに限る ）。

(ｵ) 株式交換による他の株式会社の発行済株式の全部の取得

イ 新設型組織再編行為に関する特例

認定資源生産性革新事業者の特定関係事業者である株式会社が，認定資源生

産性革新計画に従って，当該認定事業者その他の関係者との間で，次に掲げる

新設型組織再編行為を行う場合には，認定事業再構築事業者等の特定関係事業
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者である株式会社が行う場合と同様に，当該特定関係事業者については，会社

法第８０４条第１項に規定する株主総会の承認決議を要しないとされた（産業

再生法第２０条第２項。なお，通達を参照 。。）

この場合における登記の申請書の添付書面も，認定事業再構築事業者等の特

定関係事業者である株式会社が行う場合における登記の申請書の添付書面と同

様とされた（同法第２０条第５項 。）

(ｱ) 新設合併（当該認定事業者その他の関係者であって，株式会社であるもの

とするものに限る ）。

(ｲ) 新設分割（持分会社を設立する場合及び簡易分割（会社法第８０５条）に

該当する場合を除く ）。

(3) 株式の併合に関する特例

認定資源生産性革新事業者又はその関係事業者である取締役会設置会社（会社

法第２条第７号）が資本金，資本準備金又は利益準備金の額の減少と同時に株式

の併合をする場合においては，認定事業再構築事業者等又はその関係事業者であ

る取締役会設置会社がする場合と同様に，次に掲げる要件のいずれにも該当する

ものとして主務省令で定めるところにより主務大臣の認定を受けたときは，当該

株式の併合は，取締役会の決議によってすることができるとされた（産業再生法

第２１条第１項において読み替えて適用される会社法第１８０条第２項。なお，

通達を参照 。。）

この場合における登記の申請書の添付書面についても，認定事業再構築事業者

等又はその関係事業者である取締役会設置会社がする場合における登記の申請書

の添付書面と同様とされた（産業再生法第２１条第２項。なお，通達を参照 。。）

ア 当該株式の併合と同時に単元株式数を減少し，又はその数を廃止するもので

あること。

イ 当該株式の併合後各株主がそれぞれ有する単元の数（単元株式数を廃止する

場合にあっては，株式の数）が当該株式の併合前において各株主がそれぞれ有

する単元の数を下回るものでないこと。

４ 貨物利用運送事業法及び貨物自動車運送事業法の特例

事業者がその資源生産性革新計画について産業再生法第１１条第１項の認定を受

けたとき又は認定資源生産性革新事業者がその認定資源生産性革新計画について同

法第１２条第１項の認定を受けたときは，当該事業者若しくはその関係事業者又は

認定資源生産性革新事業者若しくはその関係事業者が当該認定資源生産性革新計画

に従って実施しようとする事業活動に係る事業のうち，第二種貨物利用運送事業に

ついての貨物利用運送事業法第２９条第２項の認可を受けなければならないもの又

は一般貨物自動車運送事業についての貨物自動車運送事業法第３０条第２項の認可
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を受けなければならないものについては，これらの規定による認可を受けたものと

みなすとされた（産業再生法第２２条の３，第２２条の４ 。）

したがって，この特例が適用される第二種貨物利用運送事業者又は一般貨物自動

車運送事業者たる法人の合併又は分割（３(2)ア(ｱ)から(ｳ)まで及びイの略式組織再

編等に関する特例が適用される場合を含む ）の場合は，商登法第１９条の規定によ。

って当該合併又は分割の登記の申請書に貨物利用運送事業法第２９条第２項又は貨

物自動車運送事業法第３０条第２項の認可書を添付することを要しない。

ただし，当該合併又は分割（３(2)ア(ｱ)から(ｳ)まで又はイの場合を除く ）につ。

いて，これらの認可書を要しない旨を明らかにするため，商登法第１９条の規定に

より，当該合併又は分割の登記の申請書には，産業再生法第１１条第１項又は第１

２条第１項の認定を受けたことを証する書面を添付しなければならない。

５ 経過措置

旧産業再生法第８条第１項の認定共同事業再編計画又は同法第１２条第１項の認

定技術活用事業革新計画に係る会社法の規定の適用及び登記の申請書の添付書面等

， （ ，に関する特例については なお従前の例によるとされた 改正法附則第３条第２項

第５項 。）

第２ 鉱工業技術研究組合法の改正

１ 法律の題名の改正

改正法により 「鉱工業技術研究組合法」との題名が「技術研究組合法」と改めら，

れた。

２ 技術研究組合

改正法による改正前の鉱工業技術研究組合法（以下「旧技研組合法」という ）に。

おける鉱工業技術研究組合 旧技研組合法第２条 の名称が技術研究組合 以下 組（ ） （ 「

合」という ）に改められ（技研組合法第２条第１項 ，また，これまで中小企業等。 ）

（ ） （ ）協同組合法 昭和２４年法律第１８１号 を準用していた 旧技研組合法第１６条

組合の組合員，設立，役員等，総会，会計の原則，解散及び清算並びに合併，登記

， ，及び雑則に関する規定が新たに技研組合法において直接定められたが その内容は

次に掲げるものを除き，旧技研組合法における規律と同様である。

なお，改正法による改正前と同様に，組合は法人とされ（技研組合法第２条第１

）， ， ，項 その名称中に技術研究組合という文字を用いなければならず 組合でない者は

技術研究組合という名称を用いてはならないとされた（同法第４条 。）

(1) 組合員の資格

組合は，定款で定めるところにより，その者の行う事業に組合の行う試験研究

の成果を直接又は間接に利用する者のほか，国立大学法人法（平成１５年法律第
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１１２号）第２条第１項に規定する国立大学法人，産業技術力強化法（平成１２

年法律第４４号）第２条第３項に規定する産業技術研究法人その他技術研究組合

法施行令（平成２１年政令第１５８号。以下「技研組合法施行令」という ）で定。

める以下の者を組合員とすることができるとされた（技研組合法第５条，技研組

合法施行令第１条 。）

ア 地方公共団体

イ 私立学校法（昭和２４年法律第２７０号）第３条に規定する学校法人

ウ 技術研究組合

エ 国立大学法人法第２条第３項に規定する大学共同利用機関法人

オ 独立行政法人国立高等専門学校機構

カ 地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第６８条第１項に規定す

る公立大学法人

キ 試験研究を主たる目的とする一般社団法人又は一般財団法人

ク 外国政府その他外国の法令上アからキまでに掲げる者に相当する者

(2) 組合の設立の手続

組合を設立するには，その組合員となろうとする２人以上の者が，その全員の

同意によって定款並びに試験研究の実施計画，成立の日の属する事業年度の事業

計画及び収支予算，役員の氏名及び住所その他主務省令で定める事項を記載した

書面を作成し，これらを主務大臣に提出して，設立の認可を受けなければならな

いとされた（技研組合法第１３条第１項 。）

また，設立当初の役員（同法第２１条）は，定款で定めなければならないとさ

れた（同法第１６条第２項 。）

３ 株式会社又は合同会社への組織変更

組合は，その組織を変更して株式会社又は合同会社になることができるとされた

（技研組合法第６１条第１項，第８１条第１項 。）

(1) 株式会社への組織変更の手続

ア 組織変更計画の作成及び承認

組合が株式会社に組織変更をするには，次に掲げる事項を定めた組織変更計

画を作成して，総会の特別の決議（技研組合法第５１条）により，その承認を

受けなければならないとされた（同法第６１条第２項，第３項，第６２条 。）

(ｱ) 組織変更後の株式会社（以下「組織変更後株式会社」という ）の目的，。

商号，本店の所在地及び発行可能株式総数

(ｲ) (ｱ)に掲げるもののほか，組織変更後株式会社の定款で定める事項

(ｳ) 組織変更後株式会社の取締役の氏名

(ｴ) 組織変更後株式会社が会計参与設置会社である場合には組織変更後株式会
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社の会計参与の氏名又は名称，組織変更後株式会社が監査役設置会社（監査

役の監査の範囲を会計に関するものに限定する旨の定款の定めがある株式会

社を含む ）である場合には組織変更後株式会社の監査役の氏名，組織変更。

後株式会社が会計監査人設置会社である場合には組織変更後株式会社の会計

監査人の氏名又は名称

(ｵ) 組織変更をする組合の組合員が取得する組織変更後株式会社の株式の数

（組織変更後株式会社が種類株式発行会社である場合にあっては，株式の種

類及び種類ごとの数）又はその数の算定方法

(ｶ) 組織変更をする組合の組合員に対する(ｵ)の株式の割当てに関する事項

(ｷ) 組織変更後株式会社の資本金及び資本準備金の額に関する事項

(ｸ) 組織変更後における，組織変更をする組合の組合員の権利に関する事項

(ｹ) 効力発生日

イ 債権者保護手続

組織変更をする組合は，次に掲げる事項を官報に公告し，かつ，知れている

債権者には，各別にこれを催告しなければならないとされ，債権者が(ｳ)の期

間内に異議を述べた場合には，当該組織変更をしても当該債権者を害するおそ

れがないときを除き，当該債権者に対し，弁済し，若しくは相当の担保を提供

し，又は当該債権者に弁済を受けさせることを目的として，信託会社等（信託

会社及び信託業務を営む金融機関 金融機関の信託業務の兼営に関する法律 昭（ （

和１８年法律第４３号）第１条第１項の認可を受けた金融機関をいう ）をい。

う。以下同じ ）に相当の財産を信託しなければならないとされた（技研組合。

法第６４条第２項，第５項 。）

(ｱ) 組織変更をする旨

(ｲ) 組織変更をする組合の決算関係書類に関する事項として主務省令（技術研

究組合法施行規則（平成２１年総務省，財務省，文部科学省，厚生労働省，

農林水産省，経済産業省，国土交通省，環境省令第２号。以下「技研組合法

施行規則」という ）第５８条）で定めるもの。

(ｳ) 債権者が一定の期間（１か月を下ることができない ）内に異議を述べる。

ことができる旨

ただし，当該組合が当該公告を，官報のほか，定款の定めに従い，時事に関

， ，する事項を掲載する日刊新聞紙又は電子公告によりするときは 各別の催告は

することを要しないとされた（技研組合法第６４条第３項 。）

ウ 資本金として計上すべき額等

組織変更後株式会社の資本金として計上すべき額は，組織変更計画備置開始

日（技研組合法第６３条第１項，第２項）における組織変更をする組合の資産
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の価額から負債の価額を差し引いた額とされ，ただし，その２分の１を超えな

い額は，資本金として計上しないことができるとされ，資本金として計上しな

いこととした額は，資本準備金として計上しなければならないとされた（同法

第６６条第１項から第３項まで 。）

エ 組織変更における株式の発行

(ｱ) 組織変更時発行株式

組織変更をする組合は，ア(ｵ)の株式の割当てを行うほか，組織変更に際

して，組織変更後株式会社の株式を発行することができるとされた（技研組

合法第６７条前段 。）

(ｲ) 組織変更時発行株式の発行事項

(ｱ)の株式の発行をする場合には，組織変更計画書において次に掲げる事

項を定めなければならないとされた（技研組合法第６７条後段 。）

ａ 組織変更に際して発行する組織変更後株式会社の株式（以下「組織変

更時発行株式」という ）の数（組織変更後株式会社が種類株式発行会社。

である場合にあっては，組織変更時発行株式の種類及び数）

ｂ 組織変更時発行株式の払込金額又はその算定方法

ｃ 金銭以外の財産を出資の目的とするときは，その旨並びに当該財産の

内容及び価額

ｄ 組織変更時発行株式と引換えにする金銭の払込み又はｃの財産の給付

の期日

ｅ 増加する資本金及び資本準備金に関する事項

(ｳ) 組織変更時発行株式の割当て

組織変更をする組合は，組織変更時発行株式の総数の引受けを行う契約を

締結する場合を除き，組織変更時発行株式の引受けの申込みをした者の中か

らその割当てを受ける者を定め，かつ，その者に割り当てる組織変更時発行

株式の数を定めなければならないとされた（技研組合法第６９条第１項前

段 。）

(ｴ) 現物出資財産の価額についての検査役の調査

， ，組織変更計画書において(ｲ)ｃに掲げる事項を定めたときは 原則として

当該財産（以下「現物出資財産」という ）の価額について検査役の調査を。

経なければならないが，次に掲げる場合には，この調査を要しないとされた

（技研組合法第７５条において準用する会社法第２０７条 。）

ａ 現物出資財産を給付する組織変更時発行株式の引受人に割り当てる株

式の総数が発行済株式の総数の１０分の１を超えない場合

ｂ 現物出資財産について定められた(ｲ)ｃの価額の総額が５００万円を超



- 9 -

えない場合

ｃ 現物出資財産のうち，市場価格のある有価証券について定められた(ｲ)

ｃの価額が当該有価証券の市場価格として主務省令（技研組合法施行規

則第６４条）で定める方法により算定されるものを超えない場合

ｄ 現物出資財産について定められた(ｲ)ｃの価額が相当であることについ

て弁護士，弁護士法人，公認会計士，監査法人，税理士又は税理士法人

の証明（現物出資財産が不動産である場合にあっては，当該証明及び不

動産鑑定士の鑑定評価）を受けた場合

ｅ 現物出資財産が組織変更をする組合に対する金銭債権（弁済期が到来

しているものに限る ）であって，当該金銭債権について定められた(ｲ)。

ｃの価額が当該金銭債権に係る負債の帳簿価額を超えない場合

オ 効力発生日の変更

組織変更をする組合は，効力発生日を変更することができるとされた（技研

組合法第７６条第１項 。）

なお，この効力発生日の変更は，組合の業務の執行として，理事会が決する

（同法第２８条第３項 。）

カ 組織変更の認可

組織変更は，主務大臣の認可を受けなければ，その効力を生じないとされた

（技研組合法第７７条第１項 。）

キ 組織変更の効力の発生

組織変更をする組合は，効力発生日又はカの主務大臣の認可を受けた日のい

ずれか遅い日に，株式会社となり，その組合員は，この組織変更の効力が生じ

た日に，組織変更計画の定めに従い，組織変更後株式会社の株主となるとされ

た（技研組合法第７８条第１項及び第３項 。）

また，組織変更時発行株式の引受人は，この組織変更の効力が生じた日に，

（ ）。出資の履行をした組織変更時発行株式の株主となるとされた 同法第７３条

(2) 合同会社への組織変更の手続

ア 組織変更計画書の作成及び承認

組合が合同会社に組織変更をするには，次に掲げる事項を定めた組織変更計

画書を作成して，総会の特別の決議により，その承認を受けなければならない

とされた（技研組合法第８１条第２項，第３項，第８２条 。）

(ｱ) 組織変更後の合同会社（以下「組織変更後合同会社」という ）の目的，。

商号及び本店の所在地

(ｲ) 組織変更後合同会社の社員についての次に掲げる事項

ａ 当該社員の氏名又は名称及び住所



- 10 -

ｂ 当該社員の全部を有限責任社員とする旨

ｃ 当該社員の出資の価額

(ｳ) (ｱ)及び(ｲ)に掲げるもののほか，組織変更後合同会社の定款で定める事項

(ｴ) 組織変更後合同会社の資本金の額に関する事項

(ｵ) 組織変更後における，組織変更をする組合の組合員の権利に関する事項

(ｶ) 効力発生日

イ 債権者保護手続

債権者保護手続については，(1)イの株式会社への組織変更の場合の手続と

同様とされた（技研組合法第８７条において準用する同法第６４条 。）

ウ 資本金として計上すべき額等

組織変更後合同会社の資本金として計上すべき額は，組織変更計画備置開始

日（技研組合法第８７条において準用する同法第６３条第１項及び第２項）に

おける組織変更をする組合の資産の価額から負債の価額を差し引いた額とされ

た（同法第８４条第１項，第２項 。）

エ 効力発生日の変更

効力発生日の変更については，(1)オの株式会社への組織変更の場合の手続

と同様とされた（技研組合法第８７条において準用する同法第７６条第１項，

第２８条第３項 。）

オ 組織変更の認可

組織変更は，主務大臣の認可を受けなければ，その効力を生じないとされた

（技研組合法第８５条第１項 。）

カ 組織変更の効力の発生

組織変更をする組合は，効力発生日又はオの主務大臣の認可を受けた日のい

ずれか遅い日に，合同会社となり，その組合員は，この組織変更の効力が生じ

た日に，組織変更計画の定めに従い，組織変更後合同会社の社員となるとされ

た（技研組合法第８６条 。）

(3) 組織変更の登記の手続

ア 登記期間等

組合が(1)の株式会社への組織変更又は(2)の合同会社への組織変更 以下 組（ 「

織変更」と総称する ）をしたときは，組織変更の効力が生じた日から２週間。

以内に，その主たる事務所及び本店の所在地において，組織変更をした組合に

ついては解散の登記を，組織変更後株式会社については会社法第９１１条の登

記を，組織変更後合同会社については同法第９１４条の登記をしなければなら

（ ）， ，ないとされ 技研組合法第１５２条 当該効力が生じた日から３週間以内に

その従たる事務所の所在地においても，解散の登記をしなければならないとさ
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れた（同法第１５８条 。また，これらの登記の申請のうち，組合が組織変更）

をした場合の組合についての登記の申請と組織変更後の株式会社又は合同会社

についての登記の申請とは，同時にしなければならず，これらの申請のいずれ

かにつき却下事由があるときは，これらの申請を共に却下しなければならない

とされた（同法第１６９条第２項及び第１７１条第２項において準用する商登

法第７８条第１項及び第３項 。）

イ 登記すべき事項

組織変更後株式会社又は組織変更後合同会社の設立の登記において登記すべ

き事項は，会社法上の設立の登記におけるもの（会社法第９１１条第３項，第

９１４条）と同一の事項のほか，会社成立の年月日，組合の名称並びに組織変

更をした旨及びその年月日とされた（技研組合法第１６９条第２項及び第１７

１条第２項において準用する商登法第７６条 。）

組織変更前の組合の解散の登記において登記すべき事項は，解散の旨並びに

その事由及び年月日とされた（技研組合法第１６８条において準用する商登法

第７１条第１項 。）

ウ 添付書面

(ｱ) 組織変更後株式会社の設立の登記

組織変更後株式会社の設立の登記の申請書には，次に掲げる書面を添付し

なければならないとされた（技研組合法第１６９条第１項 。）

ａ 組織変更計画書

なお，(1)オの効力発生日の変更があった場合には，当該変更の決定に

係る理事会の議事録をも添付しなければならない（商登法第４６条，技

研組合法第１６９条第１項柱書き 。）

ｂ 定款

ｃ 組合の総会の議事録

ｄ 組織変更後株式会社の取締役（組織変更後株式会社が監査役設置会社

（監査役の監査の範囲を会計に関するものに限定する旨の定めがある株

式会社を含む ）である場合には，取締役及び監査役）が就任を承諾した。

ことを証する書面

ｅ 組織変更後株式会社の会計参与又は会計監査人を定めたときは，次に

掲げる書面

(a) 就任を承諾したことを証する書面

(b) これらの者が法人であるときは，当該法人の登記事項証明書。ただ

し，当該登記所の管轄区域内に当該法人の主たる事務所がある場合を

除く。



- 12 -

(c) これらの者が法人でないときは，会計参与にあっては会社法第３３

３条第１項に規定する者であること，会計監査人にあっては同法第３

３７条第１項に規定する者であることを証する書面

ｆ 株主名簿管理人を置いたときは，その者との契約を証する書面

ｇ 資本金の額が技研組合法第６６条の規定に従って計上されたことを証

する書面

ｈ (1)イの債権者保護手続における公告及び催告（公告を官報のほか時事

に関する事項を掲載する日刊新聞紙又は電子公告によってした場合にあ

っては，これらの方法による公告）をしたこと並びに異議を述べた債権

者があるときは，当該債権者に対し，弁済し，若しくは相当の担保を提

供し，若しくは当該債権者に弁済を受けさせることを目的として相当の

財産を信託したこと又は当該組織変更をしても当該債権者を害するおそ

れがないことを証する書面

ｉ 組織変更時発行株式を発行したときは，次に掲げる書面

(a) 株式の引受けの申込みを証する書面

(b) 金銭を出資の目的とするときは，技研組合法第７２条第１項の規定

による払込みがあったことを証する書面

なお，払込金受入証明書又は組織変更後株式会社を代表すべき者の

作成に係る払込取扱機関に払い込まれた金額を証する書面に払込取扱

機関における口座の預金通帳の写し若しくは取引明細書その他の払込

取扱機関が作成した書面を合てつしたものをもって，この払込みがあ

ったことを証する書面として取り扱って差し支えない。

(c) 金銭以外の財産を出資の目的とするときは，次に掲げる書面

① 検査役が選任されたときは，検査役の調査報告を記載した書面及

びその附属書類

② 技研組合法第７５条において準用する会社法第２０７条第９項第

３号に掲げる場合には，有価証券の市場価格を証する書面

③ 技研組合法第７５条において準用する会社法第２０７条第９項第

４号に掲げる場合には，同号に規定する証明を記載した書面及びそ

の附属書類

④ 技研組合法第７５条において準用する会社法第２０７条第９項第

５号に掲げる場合には，同号の金銭債権について記載された会計帳

簿（当該金銭債権に係る負債の帳簿価額を確認することができるも

のに限る ）。

なお，会計帳簿の記載から当該金銭債権の弁済期の到来の事実を
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確認することができない場合であっても，組合が期限の利益を放棄

していないことが添付書面から明らかな場合を除き，これを受理し

て差し支えない。

(d) 検査役の報告に関する裁判があったときは，その謄本

また，当該申請書には，技研組合法第７７条第１項に規定する認可があっ

たことを証する主務大臣の認可書又はその認証がある謄本を添付しなければ

ならない（商登法第１９条，技研組合法第１６９条第１項柱書き 。）

(ｲ) 組織変更後合同会社の設立の登記

組織変更後合同会社の設立の登記の申請書には，次に掲げる書面を添付し

なければならないとされた（技研組合法第１７１条第１項 。）

ａ 組織変更計画書

なお，(2)エの効力発生日の変更があった場合には，当該変更の決定に

係る理事会の議事録をも添付しなければならない（商登法第１１８条に

おいて準用する第９３条，技研組合法第１７１条第１項柱書き 。）

ｂ 定款

ｃ 組合の総会の議事録

ｄ 資本金の額が技研組合法第８４条の規定に従って計上されたことを証

する書面

ｅ (2)イの債権者保護手続における公告及び催告（公告を官報のほか時事

に関する事項を掲載する日刊新聞紙又は電子公告によってした場合にあ

っては，これらの方法による公告）をしたこと並びに異議を述べた債権

者があるときは，当該債権者に対し，弁済し，若しくは相当の担保を提

供し，若しくは当該債権者に弁済を受けさせることを目的として相当の

財産を信託したこと又は当該組織変更をしても当該債権者を害するおそ

れがないことを証する書面

ｆ 法人が組織変更後合同会社を代表する社員となるときは，次に掲げる

書面

(a) 当該法人の登記事項証明書。ただし，当該登記所の管轄区域内に当

該法人の本店又は主たる事務所がある場合を除く。

(b) 当該社員の職務を行うべき者（以下「職務執行者」という ）の選任。

に関する書面

なお，当該法人の業務執行の決定機関において選任したことを証す

る次に掲げる書面がこれに当たる。

① 当該法人が株式会社である場合には，取締役が選任したことを証

する書面（取締役会設置会社にあっては取締役会の議事録，委員会
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設置会社にあっては執行役が選任したことを証する書面 （会社法）

， ， ， ）第３４８条第１項 第２項 第３６２条第４項第３号 第４１８条

② 当該法人が持分会社である場合には，社員が選任したことを証す

る書面（会社法第５９０条第１項，第２項，第５９１条第２項）

③ 当該法人が理事会が法定されている法人である場合には理事会の

， ，議事録 当該法人が理事会が法定されていない法人である場合には

理事の過半数をもって選任したことを証する書面

(c) 当該社員の職務執行者が就任を承諾したことを証する書面

ｇ 法人が組織変更後合同会社の業務を執行する社員（ｆの社員を除く ）。

となるときは，ｆ(a)に掲げる書面。ただし，ｆ(a)ただし書に定める場

合を除く。

また，当該申請書には，技研組合法第８５条第１項に規定する認可があっ

たことを証する主務大臣の認可書又はその認証がある謄本を添付しなければ

ならない（商登法第１９条，技研組合法第１７１条第１項柱書き 。）

(ｳ) 組合についてする解散の登記

添付書面を要しない（技研組合法第１６９条第２項及び第１７１条第２項

において準用する商登法第７８条第２項 。）

４ 合併

組合は，吸収合併（組合が他の組合とする合併であって，合併により消滅する組

合の権利義務の全部を合併後存続する組合に承継させるものをいう。以下同じ ）又。

は新設合併（２以上の組合がする合併であって，合併により消滅する組合の権利義

務の全部を合併により設立する組合に承継させるものをいう。以下同じ ）をするこ。

とができるとされた（技研組合法第８９条第１項，第１００条第１項 。）

(1) 吸収合併の手続

ア 吸収合併契約

組合が吸収合併をするには，吸収合併契約において次に掲げる事項を定め，

総会の特別の決議により，その承認を受けなければならないとされた（技研組

合法第８９条第２項，第３項，第９０条，技研組合法施行規則第７０条 。）

(ｱ) 吸収合併後存続する組合（以下「吸収合併存続組合」という ）及び吸収。

合併により消滅する組合（以下「吸収合併消滅組合」という ）の名称及び。

主たる事務所の所在地

(ｲ) 効力発生日

(ｳ) 吸収合併存続組合が合併により定款の変更を行うときは，その内容

(ｴ) 吸収合併存続組合の組合員となるべき者の氏名又は名称

(ｵ) 吸収合併に際して吸収合併存続組合の試験研究の実施計画が変更される場
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合は，吸収合併存続組合の試験研究の実施計画又はその要旨

イ 債権者保護手続

(ｱ) 吸収合併消滅組合の債権者保護手続

吸収合併消滅組合は，次に掲げる事項を官報に公告し，かつ，知れている

債権者には，各別にこれを催告しなければならないとされ，債権者がｄの期

間内に異議を述べた場合には，当該吸収合併をしても当該債権者を害するお

それがないときを除き，当該債権者に対し，弁済し，若しくは相当の担保を

提供し，又は当該債権者に弁済を受けさせることを目的として，信託会社等

に相当の財産を信託しなければならないとされた（技研組合法第９２条第２

項及び第５項 。）

ａ 吸収合併をする旨

ｂ 吸収合併存続組合の名称及び主たる事務所の所在地

ｃ 吸収合併消滅組合及び吸収合併存続組合の決算関係書類に関する事項

として主務省令（技研組合法施行規則第７２条）で定めるもの

ｄ 債権者が一定の期間（１か月を下ることができない ）内に異議を述べ。

ることができる旨

ただし，当該組合が当該公告を，官報のほか，定款の定めに従い，時事に

関する事項を掲載する日刊新聞紙又は電子公告によりするときは，各別の催

告は，することを要しないとされた（技研組合法第９２条第３項 。）

(ｲ) 吸収合併存続組合の債権者保護手続

吸収合併存続組合は，次に掲げる事項を官報に公告し，かつ，知れている

債権者には，各別にこれを催告しなければならないとされ，債権者がｄの期

間内に異議を述べた場合には，当該吸収合併をしても当該債権者を害するお

それがないときを除き，当該債権者に対し，弁済し，若しくは相当の担保を

提供し，又は当該債権者に弁済を受けさせることを目的として，信託会社等

に相当の財産を信託しなければならないとされた（技研組合法第９５条第２

項及び第５項 。）

ａ 吸収合併をする旨

ｂ 吸収合併消滅組合の名称及び主たる事務所の所在地

ｃ 吸収合併存続組合及び吸収合併消滅組合の決算関係書類に関する事項

として主務省令（技研組合法施行規則第７２条）で定めるもの

ｄ 債権者が一定の期間（１か月を下ることができない ）内に異議を述べ。

ることができる旨

ただし，当該組合が当該公告を，官報のほか，定款の定めに従い，時事に

関する事項を掲載する日刊新聞紙又は電子公告によりするときは，各別の催
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告は，することを要しないとされた（技研組合法第９５条第３項 。）

ウ 効力発生日の変更

吸収合併消滅組合は，吸収合併存続組合との合意により，効力発生日を変更

することができるとされた（技研組合法第９３条第１項 。）

エ 吸収合併の認可

吸収合併は，主務大臣の認可を受けなければ，その効力を生じないとされた

（技研組合法第９６条第１項 。）

オ 吸収合併の効力の発生

吸収合併存続組合は，効力発生日又はエの主務大臣の認可を受けた日のいず

れか遅い日に，吸収合併消滅組合の権利義務（当該吸収合併消滅組合がその行

う事業に関し，主務大臣の認可その他の処分に基づいて有する権利義務を含

む ）を承継するとされた（技研組合法第９７条第１項 。。 ）

(2) 新設合併の手続

ア 新設合併契約

組合が新設合併をするには，新設合併契約において次に掲げる事項を定め，

総会の特別の決議により，その承認を受けなければならないとされた（技研組

， ， ， ）。合法第１００条第２項 第３項 第１０１条 技研組合法施行規則第７６条

(ｱ) 新設合併により消滅する組合（以下「新設合併消滅組合」という ）の名。

称及び主たる事務所の所在地

(ｲ) 新設合併により設立する組合（以下「新設合併設立組合」という ）の事。

業，名称及び主たる事務所の所在地

(ｳ) (ｲ)に掲げるもののほか，新設合併設立組合の定款で定める事項

(ｴ) 新設合併設立組合の組合員となるべき者の氏名又は名称

(ｵ) 新設合併設立組合における試験研究の実施計画又はその要旨

イ 債権者保護手続

新設合併消滅組合は，次に掲げる事項を官報の公告し，かつ，知れている債

権者には，各別にこれを催告しなければならないとされ，債権者が(ｴ)の期間

内に異議を述べた場合には，当該新設合併をしても当該債権者を害するおそれ

， ， ， ，がないときを除き 当該債権者に対し 弁済し 若しくは相当の担保を提供し

又は当該債権者に弁済を受けさせることを目的として，信託会社等に相当の財

（ ， ）。産を信託しなければならないとされた 技研組合法第１０３条第２項 第５項

(ｱ) 新設合併をする旨

(ｲ) 他の新設合併消滅組合及び新設合併設立組合の名称及び主たる事務所の所

在地

(ｳ) 新設合併消滅組合の決算関係書類に関する事項として主務省令（技研組合
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法施行規則第７８条）で定めるもの

(ｴ) 債権者が一定の期間（１か月を下ることができない ）内に異議を述べる。

ことができる旨

ただし，当該組合が当該公告を，官報のほか，定款の定めに従い，時事に関

， ，する事項を掲載する日刊新聞紙又は電子公告によりするときは 各別の催告は

することを要しないとされた（技研組合法第１０３条第３項 。）

ウ 新設合併の認可

新設合併は，主務大臣の認可を受けなければ，その効力を生じないとされた

（技研組合法第１０４条第１項 。）

エ 新設合併の効力の発生

新設合併設立組合は，その成立の日に，新設合併消滅組合の権利義務（当該

新設合併消滅組合がその行う事業に関し，主務大臣の認可その他の処分に基づ

いて有する権利義務を含む ）を承継するとされた（技研組合法第１０５条 。。 ）

(3) 合併の登記の手続

ア 登記期間等

組合が吸収合併をしたときは，その効力が生じた日から２週間以内に，その

， ，主たる事務所の所在地において 吸収合併消滅組合については解散の登記をし

吸収合併存続組合については変更の登記をしなければならないとされ（技研組

合法第１５３条 ，当該効力が生じた日から３週間以内に，その従たる事務所）

の所在地においても，これらの登記をしなければならないとされた（同法第１

５８条 。）

また，組合が新設合併をするときは，次に掲げる日のいずれか遅い日から２

週間以内に，その主たる事務所の所在地において，新設合併消滅組合について

は解散の登記をし，新設合併設立組合については設立の登記をしなければなら

ないとされ（同法第１５４条 ，当該日から３週間以内に，その従たる事務所）

の所在地においても，解散の登記をしなければならないとされ（同法第１５８

条 ，新設合併設立組合が新設合併に際して従たる事務所を設けた場合には，）

当該日から３週間以内に，当該従たる事務所の所在地において，従たる事務所

の所在地における登記をしなければならないとされた（同法第１５６条第１項

第２号 。）

(ｱ) 同法第１００条第２項の総会の決議の日

(ｲ) 同法第１０３条の規定による債権者保護手続が終了した日

(ｳ) 新設合併消滅組合が合意により定めた日

(ｴ) 同法第１０４条第１項の認可を受けた日

さらに，主たる事務所の所在地における吸収合併消滅組合の解散の登記の申
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請は吸収合併存続組合の変更の登記の申請と，新設合併消滅組合の解散の登記

の申請は新設合併設立組合の設立の登記の申請と，それぞれ同時にしなければ

ならず，いずれかにつき却下事由があるときは，共に却下しなければならない

とされた（同法第１６８条において準用する商登法第８２条第３項及び第８３

条第１項 。）

加えて，吸収合併消滅組合又は新設合併消滅組合の解散の登記の申請につい

ては，それぞれ吸収合併存続組合又は新設合併設立組合を代表すべき者が申請

し，吸収合併消滅組合又は新設合併消滅組合の主たる事務所の所在地における

当該登記の申請は，当該所在地を管轄する登記所の管轄区域内に吸収合併存続

組合又は新設合併設立組合の主たる事務所がないときは，その主たる事務所の

所在地を管轄する登記所を経由してしなければならず，その登記所において，

吸収合併による変更の登記又は新設合併による設立の登記をしたときは，遅滞

なく，その登記の日を合併による解散の登記の申請書に記載し，これを吸収合

併消滅組合又は新設合併消滅組合の主たる事務所の所在地を管轄する登記所に

送付しなければならないとされた（技研組合法第１６８条において準用する商

登法第８２条第１項及び第２項並びに第８３条第２項 。）

イ 登記すべき事項

吸収合併による吸収合併存続組合の変更の登記又は新設合併による新設合併

設立組合の設立の登記において登記すべき事項は，新設合併設立組合について

の組合の設立の登記におけるもの（技研組合法第１４５条第２項）と同一の事

項のほか，合併をした旨並びに吸収合併消滅組合又は新設合併消滅組合の名称

及び主たる事務所とされた（同法第１６８条において準用する商登法第７９

条 。）

また，吸収合併消滅組合又は新設合併消滅組合の解散の登記において登記す

べき事項は，解散の旨並びにその事由及び年月日とされた（技研組合法第１６

８条において準用する商登法第７１条第１項 。）

ウ 添付書面

(ｱ) 吸収合併による変更の登記

吸収合併後存続組合の変更の登記の申請書には，次に掲げる書面を添付し

なければならないとされた（技研組合法第１６５条 。）

ａ 技研組合法１４５条第２項各号に掲げる事項の変更を証する書面

具体的には，次に掲げる書面がこれに当たる。

(a) 吸収合併契約書

(b) 吸収合併存続組合の総会の議事録

(c) 吸収合併消滅組合の総会の議事録
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ｂ (1)イの債権者保護手続における公告及び催告（公告を官報のほか時事

に関する事項を掲載する日刊新聞紙又は電子公告によってした場合にあ

っては，これらの方法による公告）をしたこと並びに異議を述べた債権

者があるときは，当該債権者に対し，弁済し，若しくは相当の担保を提

供し，若しくは当該債権者に弁済を受けさせることを目的として相当の

財産を信託したこと又は当該吸収合併をしても当該債権者を害するおそ

れがないことを証する書面

ｃ 吸収合併消滅組合の登記事項証明書。ただし，当該登記所の管轄区域

内に吸収合併消滅組合の主たる事務所があるものを除く。

また，当該申請書には，技研組合法第９６条第１項に規定する認可があっ

たことを証する主務大臣の認可書又はその認証がある謄本を添付しなければ

ならない（同法第１６８条において準用する商登法第１９条 。）

(ｲ) 新設合併による設立の登記

新設合併設立組合の設立の登記の申請書には，次に掲げる書面を添付しな

ければならないとされた（技研組合法第１６１条第２項，第１６６条 。）

ａ 新設合併設立組合に関する次に掲げる書面

(a) 定款

(b) 代表権を有する者の資格を証する書面

具体的には，定款，理事会の議事録及び代表理事の就任承諾書がこ

れに当たる。

ｂ (2)イの債権者保護手続における公告及び催告（公告を官報のほか時事

に関する事項を掲載する日刊新聞紙又は電子公告によってした場合にあ

っては，これらの方法による公告）をしたこと並びに異議を述べた債権

者があるときは，当該債権者に対し，弁済し，若しくは相当の担保を提

供し，若しくは当該債権者に弁済を受けさせることを目的として相当の

財産を信託したこと又は当該新設合併をしても当該債権者を害するおそ

れがないことを証する書面

ｃ 新設合併消滅組合の登記事項証明書。ただし，当該登記所の管轄区域

内に新設合併消滅組合の主たる事務所があるものを除く。

また，当該申請書には，技研組合法第１０４条第１項に規定する認可があ

ったことを証する主務大臣の認可書又はその認証がある謄本を添付しなけれ

ばならない（同法第１６８条において準用する商登法第１９条 。）

なお，当該申請書には，新設合併契約書及び新設合併消滅組合の総会の議

事録も添付するものとする。

(ｳ) 吸収合併又は新設合併による解散の登記
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添付書面を要しない（技研組合法第１６８条において準用する商登法第８

２条第４項 。）

５ 新設分割

組合は，その事業に関して有する権利義務の一部を分割により設立する組合，株

式会社又は合同会社に承継させることができるとされた（技研組合法第１０９条第

１項，第１１８条第１項，第１３６条第１項 。）

(1) 新設分割の手続

ア 分割計画

， ，組合が新設分割をするには (ｱ)から(ｳ)までに掲げる新設分割の類型に応じ

それぞれ(ｱ)のａからｆまで，(ｲ)のａからｉまで又は(ｳ)のａからｆまでに掲

げる事項を定めた新設分割計画を作成して，総会の特別の決議により，その承

認を受けなければならないとされた（技研組合法第１０９条第２項，第３項，

第１１０条，第１１８条第２項，第３項，第１１９条，第１３６条第２項，第

３項，第１３７条，技研組合法施行規則第８１条 。）

(ｱ) 組合を設立する新設分割

ａ 新設分割により設立する組合（以下「新設分割設立組合」という ）の。

事業，名称及び主たる事務所の所在地

ｂ ａに掲げるもののほか，新設分割設立組合の定款で定める事項

ｃ 新設分割をする組合の組合員であって，新設分割設立組合の組合員と

なる者の氏名又は名称

ｄ 新設分割設立組合が新設分割により新設分割をする組合から承継する

資産，債務，雇用契約その他の権利義務に関する事項

ｅ 新設分割後における，新設分割をする組合の組合員の権利に関する事

項

ｆ 新設分割設立組合の試験研究の実施計画又はその要旨

(ｲ) 株式会社を設立する新設分割

ａ 新設分割により設立する株式会社（以下「新設分割設立株式会社」と

いう ）の目的，商号，本店の所在地及び発行可能株式総数。

ｂ ａに掲げるもののほか，新設分割設立株式会社の定款で定める事項

ｃ 新設分割設立株式会社の設立に際して取締役となる者の氏名

ｄ 新設分割設立株式会社が会計参与設置会社である場合には新設分割設

立株式会社の設立に際して会計参与となる者の氏名又は名称，新設分割

設立株式会社が監査役設置会社（監査役の監査の範囲を会計に関するも

のに限定する旨の定款の定めがある株式会社を含む ）である場合には新。

設分割設立株式会社の設立に際して監査役となる者の氏名，新設分割設
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立株式会社が会計監査人設置会社である場合には新設分割設立株式会社

の設立に際して会計監査人となる者の氏名又は名称

ｅ 新設分割設立株式会社が新設分割により新設分割をする組合から承継

する資産，債務，雇用契約その他の権利義務に関する事項

ｆ 新設分割をする組合の組合員に対して交付する新設分割設立株式会社

の株式の数（新設分割設立株式会社が種類株式発行会社である場合にあ

っては，株式の種類及び種類ごとの数）又はその数の算定方法

ｇ 新設分割をする組合の組合員に対するｆの株式の割当てに関する事項

ｈ 新設分割設立株式会社の資本金及び資本準備金の額に関する事項

ｉ 新設分割後における，新設分割をする組合の組合員の権利に関する事

項

(ｳ) 合同会社を設立する新設分割

ａ 新設分割により設立する合同会社（以下「新設分割設立合同会社」と

いう ）の目的，商号及び本店の所在地。

ｂ 新設分割設立合同会社の社員についての次に掲げる事項

(a) 当該社員の氏名又は名称及び住所

(b) 当該社員の全部を有限責任社員とする旨

(c) 当該社員の出資の価額

ｃ ａ及びｂに掲げるもののほか，新設分割設立合同会社の定款で定める

事項

ｄ 新設分割設立合同会社が新設分割により新設分割をする組合から承継

する資産，債務，雇用契約その他の権利義務に関する事項

ｅ 新設分割設立合同会社の資本金の額に関する事項

ｆ 新設分割後における，新設分割をする組合の組合員の権利に関する事

項

イ 債権者保護手続

新設分割をする組合は，次に掲げる事項を官報に公告し，かつ，知れている

債権者には，各別にこれを催告しなければならないとされ，債権者が(ｴ)の期

間内に異議を述べた場合には，当該新設分割をしても当該債権者を害するおそ

れがないときを除き，当該債権者に対し，弁済し，若しくは相当の担保を提供

し，又は当該債権者に弁済を受けさせることを目的として，信託会社等に相当

の財産を信託しなければならないとされた（技研組合法第１１２条第２項，第

５項，第１３４条，第１４３条 。）

(ｱ) 新設分割をする旨

(ｲ) 新設分割設立組合の名称及び主たる事務所の所在地又は新設分割設立株式
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会社若しくは新設分割設立合同会社の商号及び本店の所在地

(ｳ) 新設分割をする組合の決算関係書類に関する事項として主務省令（技研組

合法施行規則第８３条）で定めるもの

(ｴ) 債権者が一定の期間（１か月を下ることができない ）内に異議を述べる。

ことができる旨

ただし，当該組合が当該公告を，官報のほか，定款の定めに従い，時事に関

する事項を掲載する日刊新聞紙又は電子公告によりするときは 各別の催告 不， （

法行為によって生じた債務の債権者に対するものを除く ）は，することを要。

しないとされた（技研組合法第１１２条第３項，第１３４条，第１４３条 。）

ウ 資本金として計上すべき額等

新設分割設立株式会社又は新設分割設立合同会社の資本金として計上すべき

額は，株式会社への組織変更の場合又は合同会社への組織変更の場合における

取扱いと同様である（技研組合法第１２１条第１項から第３項まで，第１３９

条第１項，第２項。なお，３(1)ウ又は３(2)ウ参照 。。）

エ 新設分割における株式の発行

株式会社を設立する新設分割をする組合は，ア(ｲ)ｆの株式の割当てを行う

ほか，新設分割に際して，新設分割設立株式会社の株式を発行することができ

るとされた（技研組合法第１２２条前段 。この場合における手続等について）

は，株式会社への組織変更における組織変更時発行株式の場合における手続等

と同様である（同法第１２２条から第１３０条まで。なお，３(1)エ参照 。。）

オ 新設分割の認可

新設分割は，主務大臣の認可を受けなければ，その効力を生じないとされた

（技研組合法第１１３条第１項，第１３１条第１項，第１４０条第１項 。）

カ 新設分割の効力の発生

新設分割設立組合又は新設分割設立株式会社若しくは新設分割設立合同会社

は，その成立の日に，新設分割計画の定めに従い，新設分割をする組合の権利

義務を承継し，新設分割をする組合の組合員は，新設分割計画の定めに従い，

新設分割設立組合の組合員又は新設分割設立株式会社の株主若しくは新設分割

設立合同会社の社員となるとされた（技研組合法第１１４条第１項，第４項，

第１３２条第１項，第４項，第１４１条第１項，第４項 。）

また，新設分割に際して発行する新設分割設立株式会社の株式（以下「新設

分割時発行株式」という ）の引受人は，当該新設分割設立株式会社の成立の。

日に，出資の履行をした新設分割時発行株式の株主となるとされた（同法第１

２８条 。）

(2) 新設分割の登記の手続
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ア 登記期間等

組合が新設分割をするときは，(ｱ)から(ｳ)までに掲げる場合に応じ，それぞ

れ(ｱ)から(ｳ)までに掲げる日から２週間以内に，その主たる事務所の所在地及

び本店の所在地において，新設分割をする組合については変更の登記を，新設

分割設立組合については設立の登記を，新設分割設立株式会社については会社

法第９１１条の登記を，新設分割設立合同会社については同法第９１４条の登

記をしなければならないとされ（技研組合法第１５５条 ，当該日から３週間）

以内に，その従たる事務所の所在地においても，変更の登記をしなければなら

ないとされ（同法第１５８条 ，新設分割設立組合又は新設分割設立株式会社）

若しくは新設分割設立合同会社が新設分割に際して従たる事務所又は支店を設

けた場合には，当該日から３週間以内に，当該従たる事務所又は支店の所在地

において，従たる事務所又は支店の所在地における登記をしなければならない

とされた（同法第１５６条第１項第３号，第４号 。）

(ｱ) 組合を設立する新設分割をする場合 次に掲げる日のいずれか遅い日

ａ 同法第１０９条第２項の総会の決議の日

ｂ 同法第１１２条の規定による債権者保護手続が終了した日

ｃ 同法第１０９条第２項に規定する新設分割をする組合が定めた日

ｄ 同法第１１３条第１項の認可を受けた日

(ｲ) 株式会社を設立する新設分割をする場合 次に掲げる日のいずれか遅い日

ａ 同法第１１８条第２項の総会の決議の日

ｂ 同法第１３４条において準用する同法第１１２条の規定による債権者

保護手続が終了した日

ｃ 同法第１１８条第２項に規定する新設分割をする組合が定めた日

ｄ 同法第１３１条第１項の認可を受けた日

(ｳ) 合同会社を設立する新設分割をする場合 次に掲げる日のいずれか遅い日

ａ 同法第１３６条第２項の総会の決議の日

ｂ 同法第１４３条において準用する同法第１１２条の規定による債権者

保護手続が終了した日

ｃ 同法第１３６条第２項に規定する新設分割をする組合が定めた日

ｄ 同法第１４０条第１項の認可を受けた日

さらに，主たる事務所の所在地における新設分割をする組合の新設分割によ

る変更の登記の申請は，新設分割による新設分割設立組合又は新設分割設立株

式会社若しくは新設分割設立合同会社の設立の登記と同時にしなければなら

ず，いずれかにつき却下事由があるときは，共に却下しなければならないとさ

れた（同法第１７０条第２項，第１７１条第２項及び第１７２条第２項におい
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て準用する商登法第８７条第２項及び第８８条第１項 。）

加えて，主たる事務所の所在地における新設分割をする組合の変更の登記の

申請は，当該登記所の管轄区域内に新設分割設立組合又は新設分割設立株式会

社若しくは新設分割設立合同会社の主たる事務所又は本店がないときは，その

主たる事務所又は本店を管轄する登記所を経由してしなければならず，その登

記所において，新設分割による設立の登記をしたときは，遅滞なく，その登記

の日を新設分割による変更の登記の申請書に記載し，これを新設分割をする組

合の主たる事務所の所在地を管轄する登記所に送付しなければならないとされ

た（技研組合法第１７０条第２項，第１７１条第２項及び第１７２条第２項に

おいて準用する商登法第８７条第１項及び第８８条第２項 。）

イ 登記すべき事項

新設分割設立組合又は新設分割設立株式会社若しくは新設分割設立合同会社

の設立の登記において登記すべき事項は，技研組合法上又は会社法上の設立の

登記におけるもの（技研組合法第１４５条第２項，会社法第９１１条第３項，

第９１４条）と同一の事項のほか，分割をした旨並びに新設分割をする組合の

名称及び主たる事務所とされた（技研組合法１７０条第２項，第１７１条第２

項及び第１７２条第２項において準用する商登法第８４条第１項 。）

新設分割をする組合の変更の登記において登記すべき事項は，分割をした旨

並びに新設分割設立組合又は新設分割設立株式会社若しくは新設分割設立合同

会社の名称又は商号並びに主たる事務所又は本店とされた（技研組合法第１６

８条において準用する商登法第８４条第２項 。）

ウ 添付書面

(ｱ) 新設分割設立組合についてする設立の登記

新設分割設立組合の設立の登記の申請書には，次に掲げる書面を添付しな

ければならないとされた（技研組合法第１６１条第２項，第１６７条 。）

ａ 新設分割設立組合に関する次に掲げる書面

(a) 定款

(b) 代表権を有する者の資格を証する書面

具体的には，定款，理事会の議事録及び代表理事の就任承諾書がこ

れに当たる。

ｂ (1)イの債権者保護手続における公告及び催告（公告を官報のほか時事

に関する事項を掲載する日刊新聞紙又は電子公告によってした場合にあ

っては，これらの方法による公告）をしたこと並びに異議を述べた債権

者があるときは，当該債権者に対し，弁済し，若しくは相当の担保を提

供し，若しくは当該債権者に弁済を受けさせることを目的として相当の
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財産を信託したこと又は当該新設分割をしても当該債権者を害するおそ

れがないことを証する書面

また，当該申請書には，技研組合法第１１３条第１項に規定する認可があ

ったことを証する主務大臣の認可書又はその認証がある謄本を添付しなけれ

ばならない（同法第１６８条において準用する商登法第１９条 。）

なお，当該申請書には，新設分割計画書，新設分割をする組合の総会の議

事録及び新設分割をする組合の登記事項証明書（ただし，当該登記所の管轄

区域内に新設分割をする組合の主たる事務所があるものを除く ）も添付す。

るものとする。

(ｲ) 新設分割設立株式会社についてする設立の登記

新設分割設立株式会社の設立の登記の申請書には，次に掲げる書面を添付

しなければならないとされた（技研組合法第１７０条 。）

ａ 新設分割計画書

ｂ 定款

ｃ 組合の総会の議事録

ｄ 新設分割設立株式会社の取締役（組織変更後株式会社が監査役設置会

社（監査役の監査の範囲を会計に関するものに限定する旨の定めがある

株式会社を含む ）である場合には，取締役及び監査役）が就任を承諾し。

たことを証する書面

ｅ 新設分割設立株式会社の会計参与又は会計監査人を定めたときは，次

に掲げる書面

(a) 就任を承諾したことを証する書面

(b) これらの者が法人であるときは，当該法人の登記事項証明書。ただ

し，当該本店の所在地を管轄する登記所の管轄区域内に当該法人の主

たる事務所がある場合を除く。

(c) これらの者が法人でないときは，会計参与にあっては会社法第３３

３条第１項に規定する者であること，会計監査人にあっては同法第３

３７条第１項に規定する者であることを証する書面

ｆ 株主名簿管理人を置いたときは，その者との契約を証する書面

ｇ 資本金の額が技研組合法第１２１条の規定に従って計上されたことを

証する書面

ｈ 組合の登記事項証明書。ただし，当該登記所の管轄区域内に組合の主

たる事務所がある場合を除く。

ｉ (1)イの債権者保護手続における公告及び催告（公告を官報のほか時事

に関する事項を掲載する日刊新聞紙又は電子公告によってした場合にあ
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っては，これらの方法による公告）をしたこと並びに異議を述べた債権

者があるときは，当該債権者に対し，弁済し，若しくは相当の担保を提

供し，若しくは当該債権者に弁済を受けさせることを目的として相当の

財産を信託したこと又は当該新設分割をしても当該債権者を害するおそ

れがないことを証する書面

ｊ 新設分割時発行株式を発行したときは，次に掲げる書面

(a) 株式の引受けの申込みを証する書面

(b) 金銭を出資の目的とするときは，技研組合法第１２７条第１項の規

定による払込みがあったことを証する書面

株式会社への組織変更における組織変更時発行株式の場合と同様で

ある（３(3)ウ(ｱ)ｉ(b)を参照 。。）

(c) 金銭以外の財産を出資の目的とするときは，次に掲げる書面

① 検査役が選任されたときは，検査役の調査報告を記載した書面及

びその附属書類

② 技研組合法第１３０条において準用する会社法第２０７条第９項

第３号に掲げる場合には，有価証券の市場価格を証する書面

③ 技研組合法第１３０条において準用する会社法第２０７条第９項

第４号に掲げる場合には，同号に規定する証明を記載した書面及び

その附属書類

④ 技研組合法第１３０条において準用する会社法第２０７条第９項

第５号に掲げる場合には，同号の金銭債権について記載された会計

帳簿（当該金銭債権に係る負債の帳簿価額を確認することができる

ものに限る ）。

株式会社への組織変更における組織変更時発行株式の場合と同様

である（３(3)ウ(ｱ)ｉ(c)④を参照 。。）

(d) 検査役の報告に関する裁判があったときは，その謄本

また，当該申請書には，技研組合法第１３１条第１項に規定する認可があ

ったことを証する主務大臣の認可書又はその認証がある謄本を添付しなけれ

ばならない（商登法第１９条，技研組合法第１７０条第１項柱書き 。）

(ｳ) 新設分割設立合同会社についてする設立の登記

新設分割設立合同会社の設立の登記の申請書には，次に掲げる書面を添付

しなければならないとされた（技研組合法第１７２条 。）

ａ 新設分割計画書

ｂ 定款

ｃ 組合の総会の議事録
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ｄ 資本金の額が技研組合法第１３９条の規定に従って計上されたことを

証する書面

ｅ 組合の登記事項証明書。ただし，当該登記所の管轄区域内に組合の主

たる事務所がある場合を除く。

ｆ (1)イの債権者保護手続における公告及び催告（公告を官報のほか時事

に関する事項を掲載する日刊新聞紙又は電子公告によってした場合にあ

っては，これらの方法による公告）をしたこと並びに異議を述べた債権

者があるときは，当該債権者に対し，弁済し，若しくは相当の担保を提

供し，若しくは当該債権者に弁済を受けさせることを目的として相当の

財産を信託したこと又は当該新設分割をしても当該債権者を害するおそ

れがないことを証する書面

ｇ 法人が新設分割設立合同会社を代表する社員となるときは，次に掲げ

る書面

(a) 当該法人の登記事項証明書。ただし，当該登記所の管轄区域内に当

該法人の本店又は主たる事務所がある場合を除く。

(b) 当該社員の職務を行うべき者（以下「職務執行者」という ）の選任。

に関する書面

合同会社への組織変更の場合における職務執行者の選任に関する書

面と同様である（３(3)ウ(ｲ)ｆ(b)を参照 。。）

(c) 当該社員の職務執行者が就任を承諾したことを証する書面

（ 。）ｈ 法人が新設分割設立合同会社の業務を執行する社員 ｇの社員を除く

となるときは，ｇ(a)に掲げる書面。ただし，ｇ(a)ただし書に定める場

合を除く。

また，当該申請書には，技研組合法第１４０条第１項に規定する認可があ

ったことを証する主務大臣の認可書又はその認証がある謄本を添付しなけれ

ばならない（商登法第１９条，技研組合法第１７２条第１項柱書き 。）

(ｴ) 新設分割をする組合についてする変更の登記

添付書面を要しない。ただし，新設分割設立組合又は新設分割設立株式会

社若しくは新設分割設立合同会社の主たる事務所又は本店を管轄する登記所

を経由してする場合の登記の申請書には，登記所において作成した新設分割

をする組合の代表理事の印鑑の証明書を添付しなければならない（技研組合

法第１６８条において準用する商登法第８７条第３項 。）

６ 経過措置

改正法の施行の際現に存する鉱工業技術研究組合は，技研組合法第２条第１項に

規定する技術研究組合とみなすとされ，改正法の施行の際現に登記所に備えられて
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いる鉱工業技術研究組合登記簿（旧技研組合法第１６条，中小企業等協同組合法第

９７条第２項）は，技研組合法第１６０条第２項に規定する技術研究組合登記簿に

なるものとされた（改正法附則第６条，第１０条 。）

また，改正法の施行日前に創立総会の公告がされた場合における鉱工業技術研究

組合の設立（旧技研組合法第１６条，中小企業等協同組合法第２７条）並びに改正

法の施行日前に総会の招集手続が開始された場合における鉱工業技術研究組合の吸

収合併及び新設合併（旧技研組合法第１６条，中小企業等協同組合法第６３条から

第６３条の３まで，第６３条の４第３項，第６３条の５第３項本文，第６３条の６

， ， ） ，第３項 第６４条第１項から第５項まで 第６５条から第６７条まで については

なお従前の例によるとされたが，これらの登記の登記事項については，技研組合法

に定めるところによるとされた（改正法附則第７条，第９条 。）


